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◎新潟県告示第573号 

計量法（平成４年法律第51号）第19条第１項の規定により、阿賀町の特定計量器定期検査を次のとおり実施す

る。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 検査の対象となる特定計量器 

 計量法施行令（平成５年政令第329号）第10条第１項第１号に規定する特定計量器 

２ 定期検査を行う期日、場所及び区域 

検査日時 検査場所 検査区域等 

 ５月12日（月） 

 ５月13日（火） 

午前10時から正午まで 

午後１時から３時30分まで 

阿賀町役場多目的ホール 阿賀町全域 

５月14日（水） 阿賀町鹿瀬支所車庫 

５月15日（木） 阿賀町上川支所農政車庫 

５月16日（金） 阿賀町三川支所車庫 

５月17日から平成

27年３月15日まで。

ただし、土・日曜日

及び祝日並びに12

月29日、12月30日、

12月31日、平成27

年１月２日を除く。 

午前９時30分から正午まで 

午後１時から３時30分まで 

新潟県計量検定所 上記の未受検者 

特定計量器の所在の場所 特定計量器検定検査規則 

（平成５年通商産業省

令第70号）第39条第１項

に規定する特定計量器 

 

３ 実施機関 

 新潟県指定定期検査機関 一般社団法人新潟県計量協会 

 

◎新潟県告示第574号 

養鶏振興法（昭和35年法律第49号）第７条第１項の規定により、ふ化業者を次のとおり登録した。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

登録番号 登録年月日 登録の有効期限 住所及び氏名又は名称 ふ化場の住所地及び名称 

新潟26第

１号 

平成26年４

月１日 

平成29年３月31

日 

新潟県見附市新幸町６

番１号 

株式会社Ｉ・ひよこ 

代表取締役 

平岩隆司 

新潟県見附市新幸町６番１号 

株式会社Ｉ・ひよこ 

 

◎新潟県告示第575号 

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定を解除する

予定である旨の通知があった。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 解除予定保安林の所在場所 

 新潟県十日町市松之山橋詰字居村96の4、100の4、100の8 

２ 保安林として指定された目的 

 土砂の流出の防備 

３ 解除の理由 

  道路用地とするため 

 

◎新潟県告示第576号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、新発田市の豊浦郷土地改良区の定款の変更を
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平成26年３月25日認可した。 

平成26年４月４日 

新潟県新発田地域振興局長 

 

◎新潟県告示第577号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、新発田市の紫雲寺土地改良区の定款の変更を

平成26年３月27日認可した。 

平成26年４月４日 

新潟県新発田地域振興局長 

 

◎新潟県告示第578号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、南蒲原郡田上町の田上郷土地改良区の定款の

変更を平成26年３月25日認可した。 

平成26年４月４日 

新潟県三条地域振興局長 

 

◎新潟県告示第579号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第84条において準用する同法第30条第２項の規定により、新発田市の加治

川沿岸土地改良区連合の定款の変更を平成26年３月25日認可した。 

平成26年４月４日 

新潟県新発田地域振興局長 

 

◎新潟県告示第580号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき、次の土地改良事業の計画を適当と決定したので、平成26年４月

７日から平成26年５月７日まで関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

平成26年４月４日 

新潟県新潟地域振興局長 

事業主体の所在・名称 地区名 事業名 
新規変更

の別 
縦覧の書類 縦覧の場所 根拠条文 

五泉市木越600番地１ 

早出川土地改良区 

五泉市 

堂願野地区 

区画整理事業 新規 土地改良事業計

画書の写し 

定款の写し 

五泉市役所 第48条 

１ この決定について異議があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、知事に申し出るこ

とができる。 

２ この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内（決

定について異議の申出を行った場合は、当該異議の申出に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算

して６箇月以内）に、新潟県を被告（訴訟においては知事が被告の代表者となる｡)として新潟地方裁判所にこ

の決定についての取消しの訴えを提起することができる。 

 

◎新潟県告示第581号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第１項の規定により、佐渡市の一部を受益地域とする県営羽茂大滝

地区農用地保全施設整備（ため池等整備「震災対策型」）事業計画を定めたので、関係書類を次のとおり縦覧に供

する。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 縦覧に供する書類の名称 

 県営土地改良事業計画書の写し 

２ 縦覧に供する期間 

 平成26年４月７日から平成26年５月７日まで 

３ 縦覧に供する場所 

 佐渡市役所及び羽茂支所 
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４ その他 

(1) この土地改良事業計画について不服があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、知

事に異議申立てをすることができる。 

(2) この土地改良事業計画について不服があったとしても、土地改良事業計画についての取消しの訴えを提起 

することはできない。取消しの訴えを提起することができるのは、土地改良事業計画についての異議申立て 

に対する決定に対してのみである。 

 

◎新潟県告示第582号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の３第１項の規定により、上越市の一部を受益地域とする県営長坂

地区区画整理（農地環境整備）事業計画の変更をしたので、関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 縦覧に供する書類の名称 

 県営土地改良事業変更計画書の写し 

２ 縦覧に供する期間 

 平成26年４月７日から平成26年５月７日まで 

３ 縦覧に供する場所 

 上越市役所及び上越市吉川区総合事務所 

４ その他 

(1) この土地改良事業計画について不服があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、知

事に異議申立てをすることができる。 

(2) この土地改良事業計画について不服があったとしても、土地改良事業計画についての取消しの訴えを提起

することはできない。取消しの訴えを提起することができるのは、土地改良事業計画についての異議申立て

に対する決定に対してのみである。 

 

◎新潟県告示第583号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の規定により計画を定めて実施した、次の県営土地改良事業の工事

が完了した。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

地区名 事業名 市町村名 完了年月日 

蕗の沢 
農業用用排水施設整備（ため池等整備「用排水

施設」）事業 
魚沼市 平成 26 年 2 月 10 日 

 

◎新潟県告示第584号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の規定により計画を定めて実施した、次の土地改良事業の工事が完

了した。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

地区名 事業名 市町村名 完了年月日 

本条 
県営区画整理（担い手育成基盤整備）事

業   
胎内市 平成 26 年 3 月 17 日 

 

◎新潟県告示第585号 

国土調査法（昭和26年法律第180号）第19条第２項の規定により、次のとおり国土調査の成果を認証した。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 調査を行った者の名称及び地域 

調査を行った者の名称 

 

成果の名称及び地域 
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２ 認証年月日 

  平成26年３月20日 

 

◎新潟県告示第586号 

建設業法（昭和24年法律第100号）第29条第１項の規定により次のとおり許可を取り消した。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 処分をした年月日 平成26年１月31日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

  長岡ハウス株式会社 

  小片 勇 

３ 主たる営業所の所在地 

  長岡市喜多町289－１ 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－22）第16772号 

５ 処分の内容 建築工事業、大工工事業、内装仕上に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成26年１月31日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成26年２月10日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

  佐藤工務店 

  佐藤 保壽 

３ 主たる営業所の所在地 

  佐渡市相川柴町49 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－22）第11997号 

５ 処分の内容 建築工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成26年２月10日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成26年２月17日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

  有限会社アート技建 

  川上 修一 

３ 主たる営業所の所在地 

  長岡市川崎町1769－１ 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－25）第43078号 

５ 処分の内容 防水工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成26年２月17日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

魚沼市 魚沼市の地籍図及び地籍簿 

吉水、魚野地の各一部 

南魚沼市 南魚沼市の地籍図及び地籍簿 

野田、北田中、四十日の各一部 
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１ 処分をした年月日 平成26年２月18日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

  中原工建 

  中原 昇 

３ 主たる営業所の所在地 

  新潟市西蒲区松野尾79 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－22）第5335号 

５ 処分の内容 とび・土工・コンクリート工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成26年２月18日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成26年２月20日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

  斉藤建築 

  斉藤 定次郎 

３ 主たる営業所の所在地 

  長岡市逆谷819－２ 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－22）第41997号 

５ 処分の内容 建築工事業、大工工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成26年２月20日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成26年３月５日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

  有限会社大佐渡開発 

  池野 利廣 

３ 主たる営業所の所在地 

  佐渡市相川下戸村226－１ 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－25）第42263号 

５ 処分の内容 建築工事業、造園工事業に係る一般建設業の許可の一部取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成26年３月５日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

 

１ 処分をした年月日 平成26年３月12日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

  北陸暖房工業所 

  阿部 幸三 

３ 主たる営業所の所在地 

  新潟市西蒲区赤鏥306－63 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－22）第15976号 

５ 処分の内容 熱絶縁工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成26年２月13日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 
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１ 処分をした年月日 平成26年３月19日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 

  菅井建築 

  榎本 茂夫 

３ 主たる営業所の所在地 

  阿賀野市羽黒536 

４ 許可番号 新潟県知事許可（般－22）第12065号 

５ 処分の内容 建築工事業に係る一般建設業の許可の取消し 

６ 処分の原因となった事実 

  平成26年３月３日付けで建設業法第12条の規定による廃業の届出があり、このことが同法第29条第１項第４

号に該当する。 

 

◎新潟県告示第587号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、前川東土地区画整理

組合理事長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（出来形確認測量） 

２ 作業期間 平成25年５月１日から平成26年３月18日まで 

３ 作業地域 長岡市 上前島町、青島町、高島町の各一部 

 

◎新潟県告示第588号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、新潟県知事（村上地

域振興局)から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営中山間地域総合整備事業 霧出地区確定測量） 

２ 作業期間 平成25年６月20日から平成26年３月７日まで 

３ 作業地域 岩船郡関川村大字土沢ほか 地内 

 

◎新潟県告示第589号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、新潟県知事（新発田

地域振興局)から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営経営体育成基盤整備事業 佐々木南部郷「１次」地区確定測量） 

２ 作業期間 平成25年６月17日から平成26年３月７日まで 

３ 作業地域 新発田市飯島新田ほか 地内 

 

◎新潟県告示第590号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、新潟県知事（新発田

地域振興局)から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営ほ場整備事業（担い手育成型）紫雲寺「１次」地区確定測量） 

２ 作業期間 平成25年６月10日から平成26年３月７日まで 

３ 作業地域 新発田市真野原ほか 地内 

 

◎新潟県告示第591号 
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測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、新潟県知事（柏崎地

域振興局)から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営中山間地域総合整備事業（一般）西山内郷地区（別山換地区） 確定測量） 

２ 作業期間 平成25年９月４日から平成26年３月７日まで 

３ 作業地域 柏崎市西山町別山 地内 

 

◎新潟県告示第592号 

土地収用法（昭和26年法律第219号。以下「法」という｡)第20条の規定により、次のとおり事業の認定をした。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 起業者の名称 

  長岡市 

２ 事業の種類 

  長岡市立総合支援学校グラウンド等整備事業及びこれに伴う附帯工事 

３ 起業地 

(1) 収用の部分 

  長岡市大字日越字原地内 

(2) 使用の部分 

   なし 

４ 事業の認定をした理由 

(1) 法第20条第１号の要件への適合性 

長岡市立総合支援学校グラウンド等整備事業及びこれに伴う附帯工事（以下「本件事業」という｡)のうち、 

 長岡市立総合支援学校グラウンド等整備事業（以下「本体事業」という｡)は、法第３条第21号に掲げる学校

教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する特別支援学校に関する事業に該当する。また、附帯工事は、

本体事業のために欠くことのできない調整池及び道路の整備をするものであり、法第３条第35号に該当する。 

  したがって、本件事業は法第20条第１号の要件を充足すると判断される。 

(2) 法第20条第２号の要件への適合性 

起業者は、本件事業を長岡市総合計画実施計画に掲げており、必要な予算について既に予算計上している 

ほか、来年度以降についても一般財源及び地方債により予算措置することを確約している。 

したがって、法第20条第２号の要件を充足すると判断される。 

  (3) 法第20条第３号の要件への適合性 

    ア 得られる公共の利益 

    長岡市立総合支援学校は、平成６年度に小学部及び中学部の児童生徒 43 名で開校し、その後高等部への

進学率の上昇、卒業後の進路の多様化、そして障害者の自立と社会参加が進む中、現在では高等部も設置

され、児童生徒 200 名以上の県内で最も規模の大きい特別支援学校となっている。 

    児童生徒数の増加に伴い不足する教室や新たな教育課程に必要な作業室は、既存のグラウンド用地に増

築することで対応してきたが、度重なる校舎の増築により既存のグラウンドはなくなり、また屋内運動場

も開校当初のままの面積であることから、児童生徒が体育活動を行う十分な場所を確保するため、新たに

グラウンドや屋内運動場等を整備するものである。 

    本件事業の実施により、特別支援学校学習指導要領の「適切な運動の経験や健康・安全についての理解

を通して、健康の保持増進と体力の向上又は心身の調和的発達を図り、明るく豊かな生活を営む態度と習

慣を育てる」という目標を満たすことができるほか、芝生広場等により自然に触れあう機会も増え、心身

の健康増進にもつながることが期待できる。 

    また、屋内運動場の建物の１階を、児童生徒を送迎するスクールバスや保護者の自動車が使用する駐車

場とすることで、現在駐車場の不足により発生している路上駐車を減らすことが可能となる。 

    さらに、本校は長岡市地域防災計画の避難場所に指定されていることから、耐震性に優れ、安全・安心

な構造で新たに整備されることにより、防災拠点としての機能の充実が見込まれる。 

以上のことから、公共の利益に資するところは大きいものと考えられる。 

    本件事業の実施による影響として、工事に伴う振動や騒音のほか車両からの排ガスの発生等の公害が考
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えられるが、起業地は丘陵地の畑作地帯にあり、宅地及び既存校舎の教室から離れていることから、周囲

に対する影響は少ないものと考えられる。 

したがって、本件事業の施行により得られる公共の利益は大きいものと認められる。 

  イ 失われる利益 

 本件起業地内に埋蔵文化財は存在しないこと及び鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成14年

法律第88号）に基づく鳥獣保護区に指定されていないことを、市の担当課から回答を得ている。 

    したがって、本件事業の施行により失われる利益は少ないものと認められる。 

    ウ 事業計画の合理性 

    本件事業に係る起業地については、既存施設に隣接し連携に優れている場所を２か所選定し、社会的条

件、経済的条件及び技術的条件を基に比較検討した結果、工事が既存校舎の一部との連結で済むため事業

費を安く抑えられること及び道路の付け替えが生じないため農用地を分断することなく優良農地の保全に

寄与できることから、本件起業地が最適地であり最も合理的であると認められる。 

    また、本体事業の施行に伴う附帯工事についても、雨水排水の調整池及び工事用道路としての機能を確

保するために同様の条件で計画していることから、合理的であると認められる。 

   以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を比較衡量すると、得られる

公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。 

   したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認められるので、法第 20 条第３

号の要件を充足すると判断される。 

  (4) 法第 20 条第４号の要件への適合性 

  ア 事業を早期に施行する必要性 

    本件事業は、(3)アで述べたように児童生徒の増加によりグラウンドがなくなり狭あいな屋内運動場や廊

下等で体育活動を行っているために、体育学習に支障が生じたり衝突事故が発生したりしていることから、

市として早急に整備する必要があるとしている。 

以上のことから、本件事業を早期に施行する必要性は高いものと認められる。 

  イ 起業地の範囲及び収用又は使用の別の合理性 

    本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な最小限の範囲であると認められる。 

    また、収用の範囲は、全て本件事業の用に恒久的に供される範囲にとどめられていることから、収用又

は使用の範囲の別についても合理的であると認められる。 

   したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため、法第 20 条第４号の要件

を充足すると判断される。 

(5) 結論 

   以上のとおり、本件事業は、法第 20 条各号の要件を全て充足すると判断される。 

   よって、法第 20 条の規定により、事業の認定をするものである。 

５ 法第26条の２第２項の規定による図面の縦覧場所 

  長岡市教育委員会教育部教育施設課 

 

◎新潟県告示第593号 

土地収用法（昭和26年法律第219号。以下「法」という｡)第20条の規定により、次のとおり事業の認定をした。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 起業者の名称 

  燕市 

２ 事業の種類 

  燕市井土巻駐車場整備事業 

３ 起業地 

(1) 収用の部分 

   燕市井土巻五丁目地内 

(2) 使用の部分 

   なし 

４ 事業の認定をした理由 

(1) 法第20条第１号の要件への適合性 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

10 

燕市井土巻駐車場整備事業（以下「本件事業」という｡)は、法第３条第１号に規定する駐車場法（昭和32 

年法律第106号）による路外駐車場に関する事業に該当するため、法第20条第１号の要件を充足すると判断さ

れる。 

(2) 法第20条第２号の要件への適合性 

起業者は、本件事業について「燕市都市計画マスタープラン」の中で明記し既に予算計上しているほか、 

来年度以降についても一般財源及び交付金により予算措置することを確約していることから、法第20条第２

号の要件を充足すると判断される。 

  (3) 法第20条第３号の要件への適合性 

    ア 得られる公共の利益 

    燕市では、市内を通る北陸自動車道を利用して周辺市町村へ通勤・通学する市民の交通手段として、自

家用車のほか高速バスも利用されているが、高速バス乗り場のある北陸自動車道三条燕インターチェンジ

付近に駐車場がないことから、自家用車から高速バスに乗り換える高速バス利用者は、自家用車を近辺の

市道に路上駐車している。また、路上駐車している車両の中には高速バス乗り場の周辺住民が所有する自

家用車もあり、夜間でも路上駐車がなくならない原因となっている。   

    これらを原因として、市道は車が走行する道幅が狭くなっていると共に見通しが悪くなっているため、

自転車や徒歩での通行が危険な状態になっており、さらに冬期間には路上駐車の車両に阻まれ、道路の除

雪作業にも影響を及ぼしている。このような状況に市道の周辺住民から苦情が出ており、今後災害発生時

に緊急車両の通行に支障を来すおそれもあるため、市では駐車場を整備するものである。 

    本件事業の実施により、同インターチェンジ付近にある市道の路上駐車の解消が図られると共に、市道

を通行する自転車や歩行者の安全が確保され、市道の周辺住民の住環境が改善されるほか、「燕市公共交

通基本計画」に掲げている環境負荷の少ない社会の実現に向けたパーク・アンド・ライドの誘導促進策の

推進が図られることから、公共の利益に資するところは大きいものと考えられる。 

    本件事業の施行による周辺環境への影響として、近隣住宅への騒音が懸念されるが、敷地境界にはフェ

ンス等を設置することにより最小限になるよう努めることとし、駐車場内の事故やトラブルについても万

全を期すこととしていることから、周辺環境への影響は極めて少ないものと考えられる。 

したがって、本件事業の施行により得られる公共の利益は大きいものと認められる。 

  イ 失われる利益 

 本件起業地は、埋蔵文化財が存在しないこと及び鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成14年

法律第88号）に基づく鳥獣保護区に指定されていないことから、本件事業の実施について支障ない旨、い

ずれも市の担当課から回答を得ている。 

    したがって、本件事業の施行により失われる利益は少ないものと認められる。 

    ウ 事業計画の合理性 

    本件事業に係る起業地については、新潟市方面へ向かう高速バス乗り場近辺で必要とする駐車台数の面

積を確保できる場所を３か所選定し、社会的条件や経済的条件等を考慮して比較検討した結果、市道から

進入しやすく高速バス乗り場に近いこと及び事業費が最も低廉であることから選定したものであり、本件

起業地が最適地であり最も合理的であると認められる。 

   以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を比較衡量すると、得られる

公共の利益は失われる利益に優越すると認められる。 

   したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認められるため、法第 20 条第３

号の要件を充足すると判断される。 

  (4) 法第 20 条第４号の要件への適合性 

  ア 事業を早期に施行する必要性 

    本件事業は、(3)アで述べたように北陸自動車道三条燕インターチェンジ付近の路上駐車の解消を図り、

地域住民が安全に暮らせるまちづくりを目指すものであり、二つの地元自治会からも駐車場整備の早期実

現の要望書が燕市長に提出されている。 

以上のことから、本件事業を早期に施行する必要性は高いものと認められる。 

  イ 起業地の範囲及び収用又は使用の別の合理性 

    本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必要な最小限の範囲であると認められる。 

    また、収用の範囲は、全て本件事業の用に恒久的に供される範囲にとどめられていることから、収用又

は使用の範囲の別についても合理的であると認められる。 

   したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があると認められるため、法第 20 条第４号の要件
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を充足すると判断される。 

(5) 結論 

   以上のとおり、本件事業は、法第 20 条各号の要件を全て充足すると判断される。 

   よって、法第 20 条の規定により、事業の認定をするものである。 

５ 法第26条の２第２項の規定による図面の縦覧場所 

  燕市役所 

 

◎新潟県告示第594号 

河川区域の変更により廃川敷地等が生じたので、河川法施行令（昭和40年政令第14号）第49条の規定により、

次のとおり公示する。 

その関係図面は、新潟県土木部河川管理課及び新潟県上越地域振興局地域整備部において縦覧に供する。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田 裕 彦  

１ 河川の名称 

 一級河川関川水系御館川 

２ 廃川敷地等が生じた年月日 

 平成26年４月４日 

３ 廃川敷地等の位置 

 上越市国府４丁目259番４から上越市国府４丁目227番６（御館川右岸） 

４ 廃川敷地等の種類及び数量 

 土地74.65平方メートル  

 

◎新潟県告示第595号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第６条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成22年２月26日新潟県告示第274号）を次のとおり解除する。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 佐渡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

月布施北川地区 佐渡市月布施 次の図のとおり 土石流 

（「次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部に備え置いて縦覧

に供する｡) 

 

◎新潟県告示第596号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第８条第８項の規

定により、次の土砂災害特別警戒区域（平成22年２月26日新潟県告示第275号）の指定を解除する。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 佐渡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自然

現象により建築物に作用

すると想定される衝撃に

関する事項 

土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

月布施北川地区 佐渡市月布施 次の図のとおり 土石流 

（「次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部に備え置いて縦覧

に供する｡) 
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◎新潟県告示第597号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第６条第１項の規

定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 柏崎地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

赤田北方地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

赤田北方東地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

岩井東地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

水谷地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

合ノ入地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

岩井西地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

赤田北方(2)地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

赤田北方(3)地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

十二崎沢地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 土石流 

赤田北方(1)地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 土石流 

赤田北方(2)地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 土石流 

赤田北方地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 地すべり 

（「次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県柏崎地域振興局地域整備部に備え置いて縦覧

に供する｡) 

２ 佐渡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

月布施北川地区 佐渡市月布施 次の図のとおり 土石流 

（「次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部に備え置いて縦覧

に供する｡) 

 

◎新潟県告示第598号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第８条第１項の規

定により、次の区域を土砂災害特別警戒区域として指定する。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 柏崎地域振興局管内 
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区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自然

現象により建築物に作用

すると想定される衝撃に

関する事項 

土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

赤田北方地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

赤田北方東地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

岩井東地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

水谷地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

合ノ入地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

岩井西地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

赤田北方(2)地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

赤田北方(3)地区 
刈羽郡刈羽村大字赤田北

方 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

(｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県柏崎地域振興局地域整備部に備え置いて縦覧

に供する｡) 

２ 佐渡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自然

現象により建築物に作用

すると想定される衝撃に

関する事項 

土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

月布施北川地区 佐渡市月布施 次の図のとおり 土石流 

(｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部に備え置いて縦覧

に供する｡) 

 

公   告 

予算の公表について（公告） 

平成26年３月27日新潟県議会において議決された平成26年度新潟県一般会計予算、特別会計予算、企業会計予

算及び平成25年度補正予算の要領は、次のとおりである。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 
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20 
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21 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

22 
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23 
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24 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

25 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

26 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

27 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

28 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

29 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

30 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

31 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

32 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

33 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

34 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

35 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

36 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

37 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

38 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

39 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

40 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

41 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

42 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

43 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

44 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

45 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

46 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

47 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

48 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

49 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

50 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

51 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

52 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

53 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

54 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

55 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

56 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

57 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

58 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

59 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

60 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

61 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

62 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

63 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

64 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

65 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

66 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

67 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

68 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

69 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

70 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

71 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

72 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

73 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

74 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

75 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

76 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

77 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

78 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

79 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

80 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

81 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

82 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

83 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

84 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

85 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

86 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

87 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

88 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

89 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

90 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

91 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

92 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

93 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

94 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

95 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

96 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

97 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

98 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

99 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

100 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

101 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

102 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

103 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

104 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

105 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

106 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

107 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

108 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

109 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

110 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

111 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

112 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

113 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

114 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

115 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

116 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

117 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

118 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

119 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

120 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

121 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

122 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

123 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

124 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

125 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

126 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

127 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

128 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

129 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

130 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

131 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

132 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

133 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

134 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

135 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

136 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

137 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

138 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

139 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

140 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

141 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

142 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

143 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

144 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

145 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

146 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

147 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

148 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

149 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

150 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

151 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

152 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

153 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

154 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

155 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

156 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

157 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

158 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

159 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

160 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

161 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

162 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

163 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

164 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

165 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

166 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

167 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

168 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

169 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

170 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

171 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

172 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

173 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

174 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

175 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

176 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

177 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

178 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 

179 

 



平成26年４月４日(金) 新  潟  県  報 第25号 

180 

 



第25号 新  潟  県  報 平成26年４月４日(金) 
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特定調達契約の落札者等について（公告） 

特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 調達件名 

  荷物運送業務  

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

  新潟県総務管理部法務文書課 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 契約決定方式 

  一般競争入札 

４ 落札決定日 

  平成26年３月27日 

５ 契約者の氏名及び住所 

氏 名  日本郵便株式会社 新潟中央郵便局 

住 所  新潟県新潟市中央区東大通二丁目６番26号 

６ 落札価格   

    18,047,356円 

７ 入札公告日 

  平成26年２月14日 

８ 落札方式 

 最低価格 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県が調達する新潟県ＬＡＮシステム用サ

ーバ機器等一式（その25）の借上げについて、次のとおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第23号）の適用を受ける

ものである。 

平成26年４月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 入札に付する事項 

(1) 調達案件の名称 

新潟県ＬＡＮシステム用サーバ機器等一式（その25）の借上げ 

(2) 調達案件の仕様等 

入札説明書による。 

(3) 納入期限 

平成26年７月31日（木） 

(4) 納入場所 

入札説明書による。 

２ 入札説明書を交付する期間及び場所並びに本件入札に関する問合せ等 

(1) 交付期間 平成26年４月４日（金）から平成26年４月18日（金）まで（新潟県の休日を定める条例（平成

元年新潟県条例第５号）第１条第１項各号に規定する日を除く｡)の各日の午前８時30分から午後５時15分ま

で 

(2) 交付場所 新潟県総務管理部情報政策課電子県庁推進班（新潟県新潟市中央区新光町４番地１） 

(3) 問合せ等 入札説明書による。 

３ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時 平成26年５月14日（水） 午前10時 

(2) 場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

     新潟県庁入札室 
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４ 入札に参加する者に必要な資格 

本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件のすべてを満たしている者でなけれ

ばならない。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定のいずれにも該当しない者であること。 

(2) 本調達物品納入後の保守管理体制が整備されていることを証明した者であること。 

(3) 本件入札に係る入札説明書の交付を受けている者であること。 

(4) ５に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本件入札に係る参加資格を有するこ

とについて新潟県知事から確認を受けている者であること。 

(5) ３(1)に定める入札執行日前１年以内に、新潟県との機器等の賃貸借契約において、当該契約の全部又は一

部債務不履行をした者でないこと。 

(6) 新潟県に事務所又は事業所を有する者にあっては、新潟県の県税納税証明書（平成26年４月４日以降に発

行された納税証明書であって、未納がないことを証明したものに限る｡)を提出した者であること。 

(7) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

５ 本件入札に係る参加資格の確認 

本件入札に参加を希望する者は、次に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、新潟県

知事から本件入札に参加する資格を有する旨の確認を受けなければならない。 

この場合において、次に定めるところに従わなかった者及び本件入札に参加する資格があると認められなか

った者は、入札に参加することができない。 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の提出 

ア 提出期間 平成26年５月２日（金） 午前９時から午後５時15分まで 

イ 提出場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県総務管理部情報政策課電子県庁推進班 

ウ 提出方法 本人（法人にあっては、代表権限を有する者。以下同じ｡)又は代理人の持参とする。 

エ 提出書類及び部数 入札説明書による。 

(2) 参加資格の確認結果の通知 

  本件入札に係る参加資格の確認結果については、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者にそれぞれ

書面で通知するので、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者は、次に定めるところにより確認結果通

知書の交付を受けること。 

ア 通知日時 平成26年５月９日（金） 午前10時から午後４時まで 

イ 通知場所 (1)イに定める場所 

６ 入札手続等 

(1) 入札の方法 

  次のいずれかの方法によること。 

ア 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合は、

委任状を持参すること。 

イ 本人が作成した一の入札書を封書の上、５(1)イに定める提出場所をあて先とした配達証明付きの書留郵

便（封筒を二重とし、外封筒に「入札書在中」の朱書きをし、中封筒に１(1)の調達案件の名称及び３(1)

に定める入札執行日時を記載したものに限る｡)をもって３(1)に定める入札執行日の前日の午後５時15分ま

でに到着するよう郵送すること。 

(2) 入札書の名義人 

  本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載 

ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨とする。 

イ 落札決定に当たっては、契約希望本体金額（消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、自己の見積もった契約希望金額（１に掲げる新潟県ＬＡＮシステム用サーバ機器等

一式（その25）の１か月当たりの賃貸借料をいう｡)に108分の100を乗じて得た金額（当該金額に１円未満

の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額)｡以下同じ｡)に100分の８に相当する額を加算した金

額に60を乗じて得た金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望本体金額に60を乗じて得た額を入札書に記載すること。

その他入札説明書による。 

(4) 落札者の決定 
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  入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効な入札を行った

者を落札者とする。その他入札説明書による。 

７ 無効入札 

次に掲げる入札のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者及び競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、これを提

出した者がした入札 

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 

(3) 新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下「財務規則」という｡)第62条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入

札 

８ 入札保証金 

  契約希望本体金額に100分の８に相当する金額を加算した金額に12を乗じて得た金額の100分の５に相当する

金額（当該金額に1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り上げた金額）以上の現金（金融機関が振り

出し、又は支払保証をした小切手を含む）とする。ただし、財務規則第43条第１号に該当する場合は、免除す

る。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 

９ 契約保証金 

  契約金額（１に掲げる新潟県ＬＡＮシステム用ネットワーク機器等一式（その25）の１か月当たりの賃貸借

料に係るものをいう｡)に12を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額（当該金額に1円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り上げた金額）以上の現金（金融機関が振り出し、又は支払保証をした小切手を含む）

とする。ただし、財務規則第44条第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 

10 その他 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の取扱い 

ア 競争入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、提出者の負担とする。 

イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、提出者に無断で使用しない。 

ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 

(2) その他 

ア 契約の手続において使用する言語及び通貨は日本語（契約当事者に関する記載部分を除く｡)及び日本国

通貨とする。 

イ 契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び新潟県へ通報報告を行うこと。 

ウ その他詳細は、入札説明書による。 

エ この公告及び入札説明書に定めるもののほか、本件の入札及び賃貸借契約の内容に関しては、財務規則

その他新潟県知事の定める規則、日本国の関係法令の定めるところによる。 

11 Summary 

(1) Nature and quantity of the products and services to be hired: 

   LAN-System System Servers and Software applications 

(2) Time and place of bidding: 

   10:00 a.m. May 14, 2014 

   Niigata Prefectural Office Building Bidding Room 

   4-1 Shinko-cho Chuo-ku Niigata City, 

   Niigata, JAPAN 

(3) For more information, contact: 

   Information Management Division 

   Department of General Affairs and Management 

   Niigata Prefectural Government 

   4-1 Shinko-cho Chuo-ku Niigata City, 

   Niigata, JAPAN 

   〒950-8570 
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病院局公告 

一般競争入札の中止について（公告） 

平成26年3月7日付けで公告した「中央滅菌材料室等業務委託」について、仕様書の見直しが必要となったため、

入札を中止した。 

平成24年４月４日 

新潟県立中央病院長 矢澤 正知 

問い合わせ先 

 郵便番号 943－0192 

 新潟県上越市新南町205番地 

 新潟県立中央病院経営課経営係 

 電話番号 025－522－7711 内線2322 

 Ｅメール chuo.hospital@pref.niigata.lg.jp 

 

教育委員会告示 

◎新潟県教育委員会告示第８号 

博物館法（昭和26年法律第285号）第13条第１項に基づく届出により、平成26年３月27日に次のとおり変更登録

した。 

平成26年４月４日 

新潟県教育委員会教育長  高 井  盛 雄 

 

設置者の名称及び住所 南魚沼市 

新潟県南魚沼市六日町180番地の１ 

【変更前】 

財団法人池田記念財団 

新潟県南魚沼郡大和町大字浦佐1188番地２ 

施設の名称 池田記念美術館 

施設の所在地 新潟県南魚沼市浦佐5493番地３ 

【変更前】 

新潟県南魚沼郡大和町大字浦佐5493番地３ 

登録番号 新潟県 第33号 

変更年月日 平成17年12月28日 
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